
 

仕 様 書 
 

Ⅰ 全体概要 
 

１ 件名 

平成２９年度革新的事業展開設備投資支援事業における価格審査に係る業務委託（単価契約） 

 

２ 目的 

革新的事業展開設備投資支援事業は、革新的事業展開設備投資支援基金を活用して、東京都の  

施策目標に適う成長産業分野での事業展開や更なる発展に向けて競争力強化を目指し革新的事業

展開に必要となる先端機械設備を都内中小企業者等が新たに導入するための経費の一部を助成す

る事業である。 

これにより、都内中小企業の自ら稼ぐ力を強化し、新たな事業展開の実現へと導くとともに、都

内産業が、２０２０年以降においても活力ある持続的発展を維持することを目的とする。 

 

３ 委託上限件数 

８００件 （各回想定４００件程度） 

※実際の委託件数は、各回の申請受付後に確定するため、申請状況により変動する場合がある。 

※設備１機種につき、１件とする。 

※契約期間内において、全ての発注件数が委託上限件数に達したときは、契約期間の満了を待たず 

に、その時点で委託者はこの契約を打ち切るものとする。また、発注件数が委託上限件数に達しな 

い場合であっても、契約期間の満了をもって、この契約は終了する。なお、この場合であっても、 

受託者は異議を主張できないものとする。 

 

４ 委託期間 

平成２９年４月１日 から 平成３０年２月１６日（履行期限） まで 

     

５ 履行場所 

千代田区神田佐久間町１－９ 東京都産業労働局秋葉原庁舎 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 企画管理部 設備リース課 

 

６ 審査期間 

  第１回 平成２９年７月上旬 から ８月下旬頃 まで 

  第２回 平成２９年１２月中旬 から 平成３０年２月上旬頃 まで 

※審査期間は、各回とも概ね１箇月程度とし、具体的な審査の日程は、別途定める。 

 

７ 履行方法 

各回毎に審査結果等を電子データ（ＣＤ）で履行場所へ納品 

 

８ 支払方法 

各回の履行完了を確認後、当該回に関する請求書の受領日から３０日以内に指定口座へ振り込む。 

     

９ 担当部署及び連絡先 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 企画管理部 設備リース課 特別支援担当 

東京都千代田区神田佐久間町１－９ 東京都産業労働局秋葉原庁舎４階 

ＴＥＬ：０３－３２５１－７８８４  ＦＡＸ：０３－３２５１－７８９１ 

 

 

Ⅱ 委託業務概要 
 
１ 本委託業務の趣旨 

   本委託業務は、申請者から提出された申請資料に基づき、本助成事業の採択過程に必要な事項の   



 
電子リスト化を図りつつ、助成対象設備の妥当性等を公社が判断するための基礎資料を作成するこ

とを目的として実施する。 

 

２ 審査方法 

審査は、申請者から提出された申請書、見積書等の主要項目を入力の上、以下のとおり行う。 

（１）価格の妥当性 

申請された助成対象設備の価格が、市場価格もしくは事業計画に対して著しく高額ではないかを

審査する。 

（２）機種の先端性 

   申請設備が先端設備であるか否かを審査する。 

（３）１社見積理由の妥当性 

複数見積が困難である場合、その理由を記載した見積限定理由書の妥当性を審査する。 

 

３ 履行方法 

（１）第１回及び第２回それぞれについて、審査資料が届いた案件から審査を開始し、電子リスト化

すること。同フォームは公社と協議の上、各回ごとに定めるものとする。 

（２）各回ごとに、申請案件ごとにリスト化した審査結果を出力するための書式（Ａ４縦２枚以内）

をあわせて作成し、同書式に申請番号を入力することで、当該案件の出力データが表示される

ようにすること。（リスト及び同書式はエクセル形式とする。） 

（３）審査の実施状況について、公社事務局より進捗状況等の確認があった場合には、遅滞なく回答

すること。 

（４）各回ごとに、全案件の審査及び入力完了後、上記の入力済電子データ（ＣＤ）を納品すること。 

 

５ 審査スケジュール（予定） 

（１）第１回 平成２９年７月上旬～８月下旬 

        7 月上旬・・・審査資料の発送 / 委託業務開始 

        8 月下旬・・・審査完了期限 / 成果物の納品 

（２）第２回 平成２９年１２月中旬～平成３０年２月上旬 

        12 月中旬・・・審査資料の発送 / 委託業務開始 

         2 月上旬・・・審査完了期限 / 成果物の納品 

 

 

Ⅲ その他 
 

１  本委託業務の受託先の選定について 

本委託業務は、限られた期間内において、公平・正確・迅速に審査を実施する必要がある。 

本件は、価格競争入札となるため、本委託業務の趣旨を達成し、かつ、必要最小限の経費で実施

可能な審査方法、審査体制、審査期間等を事前に検討の上、審査単価を見積もること。 

 

２  本委託業務の受託にあたって 

本仕様書は、申請件数や実際の実施スケジュールなどにおいて流動的な要素が含まれているた

め、本書に定めのない事案が生じた場合には、公社担当者と協議の上、本業務を履行すること。 

また、常に最新のウイルス定義ファイルにより更新されたウイルス対策ソフトを用い、ウイルス

対策を必ず実施すること。  

 

３  情報非公開について 

    本委託業務については、審査の中立性及び公平性を保つことが求められるため、契約に係る内容

は、一切非公表とする。 

 

４  遵守事項 

（１）本委託業務の履行にあたり、受託者は、自身及び業務に従事する者に対して法令・社会倫理及

び公社におけるコンプライアンスの遵守を徹底し、情報の漏えいや紛失など、公社の信用を損な



 
うおそれのある行為をしてはならない。 

（２）公社から提供された全情報は、本委託業務の履行完了後、速やかに、かつ、確実に破棄すること。 

（３）本委託業務の履行上で知り得た情報については秘密を厳守し、本委託業務以外に利用してはな

らない。本委託業務の履行完了後も同様とする。 

（４）自らの職務に利害関係があるものから金品を受領し、又は便宜の供与を受けてはならない。 

（５）受託者はこの契約について委託業務の全部又は主要な部分を一括して第三者に委託すること

ができない。ただし、あらかじめ委託者の承諾を得たときは、この限りでない。なお、委託者

の承諾を得た場合、受託者は自己の下請負業者等においても、その一切の責任、或いは履行義

務を負うものとする。 

 

５  本委託業務に係る成果物の著作権は、全て公社に帰属する。 

 

６  暴力団等排除に関する特約条項については、別紙に定めるところによる。 

 

７  環境対応車の使用について 

本委託業務の履行に当たって自動車を使用し、又は使用させる場合は、都民の健康と安全を確保

する環境に関する条例（平成 12 年東京都条例第 215 号）他、各県条例に規定するディーゼル車規

制に適合する自動車とすること。 

なお、適合の確認のために、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明

書等の提示又は写の提出を求められた場合には、速やかに提示又は提出すること。



 
                                      別 紙 

 

暴力団等排除に関する特約事項 

 

（暴力団等排除に係る契約解除） 

１ 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和６２年１月１４日付６１財経庶第９２２号。以下「要

綱」という。）別表１号に該当する（共同企業体又は事業協同組合であるときは、その構成員のい

ずれかの者が該当する場合を含む。）として要綱に基づく排除措置を受けた場合は、催告なくこの

契約を解除されても異議がないこと。また、この場合において、損害を生じても賠償の請求はでき

ないこと。 

２ １に定めるところによりこの契約を解除されたときは、契約保証金を納付している場合を除き、

契約金額の100分の10に相当する違約金を支払うこと。 

 

（再委託（下請負）禁止等） 

３ 要綱に基づく排除措置を受けた者又は東京都（以下「都」という。）の契約から排除するよう警

視庁から要請があった者（以下「排除要請者」という。）に、再委託（下請負人には）できないこ

と。 

  ４ 排除措置を受けた者又は排除要請者のうち、要綱別表１号に該当する者を再委託（下請負人と）し

ていた場合は、当該契約解除の求めに応じること。また、この場合において、契約の解除を求められ

たにもかかわらず、正当な理由がなくこれを拒否したと認められるときは、公社の契約から排除する

措置を講じられても異議がないこと。 

  ５ ４に定めるところにより契約解除があった場合は、一切の責任を負うこと。 

 

  （不当介入に関する通報報告） 

６ 契約の履行に当たって、暴力団等から不当介入を受けた場合（再委託した者（下請負人）が暴力

団等から不当介入を受けた場合を含む。以下同じ。）は、遅滞なく公社への報告及び警視庁管轄警

察署（以下「管轄警察署」という。）への通報（以下「通報報告」という。）並びに捜査上必要な

協力をすること。  

７ ６の場合において、通報報告に当たっては、別に定める「不当介入通報・報告書」を２通作成し、

１通を公社に、もう１通を管轄警察署にそれぞれ提出すること。ただし、緊急を要し、書面による

通報報告ができないときは、その理由を告げて口頭により通報報告を行い、後日、遅滞なく不当介

入通報・報告書を公社及び管轄警察署に提出すること。  

８ 再委託した者（下請負人）が暴力団等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく報告するよう当該

再委託した者（下請負人）を指導すること。 

９ 不当介入を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく公社への報告又は警視庁管轄警察署への通

報を怠ったと認められるときは、公社の契約から排除する措置を講じられても異議がないこと。 

 

 


